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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書を末尾に綴じ込んでおります。
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【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成31年２月14日

【四半期会計期間】 第71期第３四半期(自 平成30年10月１日 至 平成30年12月31日)

【会社名】 株式会社パスコ

【英訳名】 PASCO CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 島 村 秀 樹

【本店の所在の場所】 東京都目黒区東山一丁目１番２号

【電話番号】 03(5722)7600(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役 財務本部長 日 根 清

【最寄りの連絡場所】 東京都目黒区東山一丁目１番２号

【電話番号】 03(5722)7600(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役 財務本部長 日 根 清

【縦覧に供する場所】 株式会社パスコ さいたま支店 ※

(さいたま市見沼区東大宮四丁目74番６号(OSセンタービル))

株式会社パスコ 千葉支店 ※

(千葉市美浜区中瀬一丁目７番１号

(住友ケミカルエンジニアリングセンタービル))

株式会社パスコ 横浜支店 ※

(横浜市中区山下町223番１号(NU関内ビル))

株式会社パスコ 中部事業部

(名古屋市中区錦二丁目２番13号(名古屋センタービル))

株式会社パスコ 関西事業部

(大阪市浪速区湊町一丁目２番３号(マルイト難波ビル))

株式会社パスコ 神戸支店 ※

(神戸市中央区磯上通四丁目１番６号(シオノギ神戸ビル))

株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

(注）※印は金融商品取引法の規定による縦覧に供する場所ではありませ

　 んが、投資家の便宜のために縦覧に供する場所としております。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第70期

第３四半期
連結累計期間

第71期
第３四半期
連結累計期間

第70期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (千円) 33,405,715 33,928,832 51,067,560

経常利益又は経常損失(△) (千円) △844,894 △112,929 1,890,723

親会社株主に帰属する
当期純利益又は親会社株主に
帰属する四半期純損失(△)

(千円) △993,200 △352,449 1,000,871

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △982,345 △316,599 956,518

純資産 (千円) 12,251,239 13,854,725 14,188,885

総資産 (千円) 59,485,929 58,011,141 67,761,356

１株当たり当期純利益又は
１株当たり四半期純損失(△)

(円) △68.84 △24.43 69.37

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 19.9 23.1 20.3

回次
第70期

第３四半期
連結会計期間

第71期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年10月１日
至 平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 6.18 51.30

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

４ 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四

半期連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要

な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

５ 平成30年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。第70期の期首に当

該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益および１株当たり四半期純損失（△)

を算定しております。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前

連結会計年度との比較・分析を行っております。

(1)財政状態及び経営成績の状況

当社グループは、「空間情報事業を通じて、安心で豊かな社会システムの構築に貢献する」を経営理念に掲げ、

多様化・高度化していく空間情報の活用を推進し、「持続的な企業成長に向けた利益体質への変革」をテーマに、

事業戦略の転換、将来への投資を実施することとしております。

　当連結会計年度は、新たな５カ年の中期経営計画のスタート年度として、営業と技術の本部機能統合、本社管理

部門のスリム化と現場の生産能力強化、現場の生産能力の見える化と仕事の流動的な振り分け等を実施しており、

好調な受注につながりました。

（具体的な活動）

　国内公共部門では、第２四半期連結累計期間に引き続き、道路・橋梁、上下水道、公共建築物等の社会インフラ

の老朽化対策を目的としたインフラマネジメント事業、建設・土木工事現場の生産性の向上を目的とした

「i-Construction」関連事業、地方公共団体における固定資産税課税台帳関連事業、防災・減災分野、森林分野等

における航空レーザー計測事業等の業務受託を推進しております。また、防災・減災、国土強靱化のための緊急対

策、森林環境税（仮称）及び森林環境譲与税（仮称）、水道法改正等、公共政策の動向に応じた対応準備を進めて

おります。

　国内民間部門では、物流（ロジスティクス）分野におけるコスト削減や業務の効率化を支援するサービス、企業

の災害リスク対策や企業戦略の立案、経営コストの最適化を支援するサービス、金融機関向けに地図を基盤とした

営業支援トータルソリューションサービス等の提供を推進しております。その他、自動走行・安全運転支援システ

ムの実現に向け、高精度３次元地図等の整備や実証、運用を引き続き推進しております。

　海外部門では、諸外国の国土政策や民間企業の需要等により、多様な空間情報や技術協力のニーズが存在する事

業環境となっており、欧州・中東・東南アジア・アフリカ地域の国土基盤地図作成等のプロジェクトや、米国での

民間企業等からの航空撮影業務等を引き続き推進しております。

　近年、世界各地で自然災害が多発しており、国内外の防災や減災に向けた研究において地球観測衛星（ALOS-2

等）の活用ニーズが高まっていることから、衛星データをまとめて購入いただける「InSARパック」の販売を開始し

ております。また、東南アジア地域の地球観測衛星利用を促進するため、インドネシア航空宇宙研究所（LAPAN）と

の協力合意書を締結しております。当社グループが保有する地球観測衛星に関するノウハウを活かし、国内外にお

ける衛星ビジネスを加速化しております。

　なお、当社グループでは、全社的に取り組んでいる社会貢献活動として人工衛星、航空機等による災害緊急撮影

を実施しております。当第３四半期連結会計期間においては「インドネシア・スラウェシ地震」等に対応し、被災

地域における救援活動、応急・復旧対策等を支援するため、被災状況把握と情報提供活動を推進しております。

（経営成績）

受注高、売上高の状況をセグメントごとに示すと下記のとおりであります。

　なお、主要顧客である官公庁への納品が年度末に集中することから、当社グループの収益は期末へ向けて増加す

る傾向にあります。
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当第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日～平成30年12月31日）

（単位：百万円／前年同期比：％）

前連結会計年度末

受注残高
受注高

前年

同期比
売上高

前年

同期比

当四半期連結会計

期間末受注残高

前年

同期比

１ 国内部門
(17,415)
17,415

43,651 8.2 31,350 4.6 29,716 8.0

　(1) 公共部門
(12,178)
12,178

39,073 9.7 26,672 2.4 24,579 12.1

　(2) 民間部門
(5,237)
5,237

4,577 △3.6 4,678 18.8 5,137 △8.1

２ 海外部門
(3,043)
3,097

3,012 △17.6 2,578 △24.9 3,531 △1.9

合計
(20,459)
20,512

46,663 6.0 33,928 1.6 33,247 6.8

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。
２ 前連結会計年度末受注残高の上段（ ）内表示額は、前連結会計年度における年度末受注残高であり、下段

は当連結累計期間の外国為替相場の変動を反映させたものであります。

＜国内部門＞（公共部門・民間部門）

　国内公共部門の受注高は、当社において固定資産税評価業務、上下水道台帳・林地台帳整備業務および防災・減

災関連業務等の受注が好調であったことにより前年同期比3,468百万円増加（前年同期比9.7％増）の39,073百万円

となりました。売上高は、上下水道台帳・林地台帳整備業務等が増加したことにより前年同期比635百万円増加（同

2.4％増）の26,672百万円となりました。受注残高は前年同期比2,651百万円増加（同12.1％増）の24,579百万円と

なりました。

　国内民間部門の受注高は、前年同期に高精度３次元地図の整備に関する大型案件の受注があったため前年同期比

169百万円減少（同3.6％減）の4,577百万円となりました。売上高は、地図コンテンツの販売等が好調であったこと

により前年同期比741百万円増加（同18.8％増）の4,678百万円となりました。受注残高は前年同期比455百万円減少

（同8.1％減）の5,137百万円となりました。

　この結果、国内部門（公共部門・民間部門）合計では、受注高が前年同期比3,298百万円増加（同8.2％増）の

43,651百万円、売上高は前年同期比1,377百万円増加（同4.6％増）の31,350百万円、受注残高は前年同期比2,196百

万円増加（同8.0％増）の29,716百万円となりました。

＜海外部門＞

　海外部門の受注高は、米国の子会社で航空撮影業務等の受注高が前年同期比393百万円増加したものの、インドネ

シアの子会社で前年同期に研究用機材のマネジメント管理の受注があったため前年同期比624百万円減少したこと、

当社において国土基盤地図作成業務等が前年同期比372百万円減少したこと等により、全体で前年同期比642百万円

減少（同17.6％減）の3,012百万円となりました。売上高は、ベルギーの子会社で航空撮影業務等の売上高が前年同

期比764百万円減少したこと等により、全体で前年同期比854百万円減少（同24.9％減）の2,578百万円、受注残高は

前年同期比68百万円減少（同1.9％減）の3,531百万円となりました。

この結果、受注高合計は前年同期比2,655百万円増加（同6.0％増）の46,663百万円、売上高合計は前年同期比523

百万円増加（同1.6％増）の33,928百万円、受注残高は前年同期比2,128百万円増加（同6.8％増）の33,247百万円と

なりました。
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利益面につきましては、生産工程管理の体制整備を行う等のコスト削減に努めたことにより、売上総利益は前年

同期比665百万円増益（同10.3％増）の7,151百万円となりました。

　営業損益は、販売費及び一般管理費が前年同期比211百万円減少（同2.8％減）したことにより、前年同期比876百

万円改善の100百万円の営業損失（前年同期976百万円の営業損失）となりました。

　経常損益は、為替の影響により為替差損益が前年同期比164百万円悪化したものの、営業損失の減少により前年同

期比731百万円改善し、112百万円の経常損失（前年同期844百万円の経常損失）となりました。

　税金等調整前四半期純損益は、欧州の子会社で事業整理に伴う特別損失を109百万円計上したものの、営業損失の

減少により前年同期比897百万円改善し、203百万円の税金等調整前四半期純損失（前年同期1,100百万円の税金等調

整前四半期純損失）となりました。

　親会社株主に帰属する四半期純損益は、法人税、住民税及び事業税を193百万円、法人税等調整額を利益方向に64

百万円計上し、352百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失（前年同期993百万円の親会社株主に帰属する四半

期純損失）となりました。

（財政状態の状況）

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末（以下「前期末」）より9,750百万円減少し

58,011百万円となりました。また、負債合計は前期末より9,416百万円減少し44,156百万円となりました。その主な

要因は、当第３四半期連結累計期間に前期末営業債権の多くが回収され、回収資金で借入金を返済したことによる

もので、「受取手形及び売掛金」が6,618百万円減少、「短期借入金」が7,757百万円減少となりました。

　純資産合計は、前期末より334百万円減少し13,854百万円となりました。その主な要因は、親会社株主に帰属する

四半期純損失352百万円によるものです。

(2)事業上及び財務上の対処すべき課題

当累計期間において事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

(3)研究開発活動

当累計期間における研究開発費の実績額は423百万円であります。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,006,199

計 40,006,199

（注）平成30年６月21日開催の第70回定時株主総会決議により、平成30年10月１日付で株式併合に伴う定款変更が

行われ、発行可能株式総数は160,024,796株減少し、40,006,199株となっております。

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成30年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成31年２月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 14,770,266 14,770,266
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数
100株

計 14,770,266 14,770,266 － －

（注）１ 平成30年６月21日開催の第70回定時株主総会決議により、平成30年10月１日付で普通株式５株につき１

株の割合で併合いたしました。これにより、発行済株式総数は59,081,068株減少し、14,770,266株とな

っております。

２ 平成30年６月21日開催の第70回定時株主総会決議により、平成30年10月１日付で単元株式数を1,000株か

ら100株に変更しております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年10月１日 △59,081 14,770 － 8,758,481 － 425,968

（注）平成30年10月１日付で、普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成30年９月30日現在の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成30年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

－ －
普通株式 1,632,000

(相互保有株式)
－ －

普通株式 98,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 71,021,000 71,021 －

単元未満株式 普通株式 1,100,334 － 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 73,851,334 － －

総株主の議決権 － 71,021 －

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の「株式数(株)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1千株(議決権1

個)含まれております。

　 ２ 「単元未満株式」には、当社所有の自己株式892株が含まれております。

３ 平成30年６月21日開催の第70回定時株主総会決議により、平成30年10月１日付で普通株式５株につき１株

の割合で併合いたしました。これにより、発行済株式総数は59,081,068株減少し、14,770,266株となって

おります。

４ 平成30年６月21日開催の第70回定時株主総会決議により、平成30年10月１日付で単元株式数を1,000株か

ら100株に変更しております。

② 【自己株式等】

平成30年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

㈱パスコ
東京都目黒区東山
１－１－２

1,632,000 － 1,632,000 2.21

(相互保有株式)

㈱ＧＩＳ関東
埼玉県さいたま市見沼区
東大宮４－74－６

98,000 － 98,000 0.13

計 － 1,730,000 － 1,730,000 2.34

(注) 平成30年６月21日開催の第70回定時株主総会決議により、平成30年10月１日付で普通株式５株につき１株

の割合で併合いたしました。

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,064,486 10,237,695

受取手形及び売掛金 31,245,662 ※1 24,627,155

仕掛品 1,821,623 2,697,210

その他のたな卸資産 66,471 66,316

その他 3,657,157 4,467,012

貸倒引当金 △399,860 △336,092

流動資産合計 51,455,540 41,759,298

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 4,136,256 4,151,692

減価償却累計額 △2,411,081 △2,506,628

建物及び構築物（純額） 1,725,174 1,645,063

土地 4,059,886 4,059,886

リース資産 436,393 424,105

減価償却累計額 △433,164 △421,171

リース資産（純額） 3,228 2,934

建設仮勘定 192,024 306,218

その他 13,242,333 12,988,792

減価償却累計額 △9,732,284 △9,572,583

その他（純額） 3,510,049 3,416,208

有形固定資産合計 9,490,363 9,430,312

無形固定資産

のれん 50,125 40,302

その他 3,015,665 3,035,613

無形固定資産合計 3,065,791 3,075,916

投資その他の資産

投資有価証券 1,265,600 1,189,737

破産更生債権等 388,013 334,736

その他 2,909,026 2,792,419

貸倒引当金 △812,980 △571,279

投資その他の資産合計 3,749,661 3,745,614

固定資産合計 16,305,816 16,251,843

資産合計 67,761,356 58,011,141
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,831,214 3,559,100

短期借入金 22,662,965 14,904,974

リース債務 2,365 2,531

未払法人税等 378,721 110,145

賞与引当金 554,485 624,084

工事損失引当金 972,534 984,011

契約損失引当金 516,187 299,788

その他 4,976,514 5,108,145

流動負債合計 34,894,988 25,592,781

固定負債

長期借入金 18,078,341 18,000,000

リース債務 2,667 7,903

退職給付に係る負債 327,577 303,978

その他 268,896 251,753

固定負債合計 18,677,483 18,563,635

負債合計 53,572,471 44,156,416

純資産の部

株主資本

資本金 8,758,481 8,758,481

資本剰余金 87 103

利益剰余金 5,012,846 4,660,396

自己株式 △554,798 △559,595

株主資本合計 13,216,616 12,859,386

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 87,431 34,917

為替換算調整勘定 605,310 645,621

退職給付に係る調整累計額 △148,219 △121,333

その他の包括利益累計額合計 544,522 559,204

非支配株主持分 427,746 436,133

純資産合計 14,188,885 13,854,725

負債純資産合計 67,761,356 58,011,141
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

売上高 33,405,715 33,928,832

売上原価 26,919,441 26,777,515

売上総利益 6,486,274 7,151,316

販売費及び一般管理費 7,462,917 7,251,673

営業損失（△） △976,643 △100,356

営業外収益

受取利息及び配当金 33,317 28,710

持分法による投資利益 － 1,616

為替差益 115,678 －

貸倒引当金戻入額 － 2,276

雑収入 104,510 88,519

営業外収益合計 253,507 121,123

営業外費用

支払利息 52,774 56,733

持分法による投資損失 17,099 －

為替差損 － 49,085

貸倒引当金繰入額 9,005 －

雑支出 42,878 27,877

営業外費用合計 121,758 133,696

経常損失（△） △844,894 △112,929

特別利益

固定資産売却益 41,087 47,036

関係会社株式売却益 － 106

投資有価証券売却益 19 －

持分変動利益 10,163 －

特別利益合計 51,271 47,142

特別損失

固定資産除売却損 45,054 27,677

減損損失 261,397 －

特別退職金 － 75,652

関係会社整理損 － 33,919

特別損失合計 306,452 137,248

税金等調整前四半期純損失（△） △1,100,075 △203,036

法人税、住民税及び事業税 265,630 193,160

法人税等調整額 △394,042 △64,803

法人税等合計 △128,411 128,357

四半期純損失（△） △971,663 △331,393

非支配株主に帰属する四半期純利益 21,537 21,056

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △993,200 △352,449
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

四半期純損失（△） △971,663 △331,393

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 35,028 △52,514

為替換算調整勘定 △67,964 40,742

退職給付に係る調整額 22,254 26,566

その他の包括利益合計 △10,681 14,793

四半期包括利益 △982,345 △316,599

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △992,989 △337,766

非支配株主に係る四半期包括利益 10,643 21,167
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【注記事項】

(追加情報)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の

区分に表示しております。

(四半期連結貸借対照表関係)

１※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

受取手形 －千円 7,360千円

２ 偶発債務

(保証債務)

下記の会社等の借入債務等に対し保証を行っております。

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

Geotech Consulting Ltd 112,899千円 109,855千円

COWI A/S 61,502 59,844

個人住宅ローン等 69,079 48,811

計 243,481 218,510

(四半期連結損益計算書関係)

売上高の季節的変動

前第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日）

当社グループの売上高は、納品が年度末に集中する官公需の特殊性により第４四半期連結会計期間に完成する

業務の割合が大きいため、第１、第２、第３四半期連結会計期間に比べ第４四半期連結会計期間の売上高が増加

する傾向にあり、それに伴い業績にも季節変動があります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

減価償却費 1,938,905千円 1,729,460千円

のれんの償却額 9,963 9,769
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１ 配当金支払額

(決議)
株式の
種類

配当金の
総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月22日
定時株主総会

普通株式 649,336千円 9.0円 平成29年３月31日 平成29年６月23日 利益剰余金

(注) 連結子会社が所有する自己株式（当社株式）にかかる配当金は控除しております。なお、控除前の金額は

650,416千円であります。
　

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

３ 株主資本の金額の著しい変動

剰余金の配当については、上記「１ 配当金支払額」に記載しております。なお、この他に該当事項はありませ

ん。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

１ 配当金支払額

該当事項はありません。

　

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント 調整額
（注１）

四半期連結損益
計算書計上額
（注２）国内 海外 計

売上高

外部顧客への売上高 29,973,265 3,432,449 33,405,715 － 33,405,715

セグメント間の内部売上高
又は振替高

18,325 230,172 248,497 △248,497 －

計 29,991,590 3,662,622 33,654,213 △248,497 33,405,715

セグメント利益又は損失 (△) 1,224,297 △206,133 1,018,163 △1,994,807 △976,643

(注) １ セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,994,807千円は、各報告セグメントに配分していない全社費

用等です。全社費用等は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。

２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２ 報告セグメントごとの資産に関する情報

前連結会計年度の末日に比して、当第３四半期連結会計期間の国内セグメントの金額が著しく変動しておりま

す。その主な理由は、「第２ 事業の状況」に記載のとおり、国内セグメントの主要顧客が官公庁であることから納

品および収益計上が年度末に集中し、その営業債権の多くが第１四半期連結会計期間に回収されることから「受取

手形及び売掛金」が減少したことによります。

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

海外セグメントにおいて261,397千円の減損損失を計上しております。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント 調整額
（注１）

四半期連結損益
計算書計上額
（注２）国内 海外 計

売上高

外部顧客への売上高 31,350,709 2,578,122 33,928,832 － 33,928,832

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 263,130 263,130 △263,130 －

計 31,350,709 2,841,253 34,191,963 △263,130 33,928,832

セグメント利益又は損失 (△) 2,135,631 △238,735 1,896,896 △1,997,252 △100,356

(注) １ セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,997,252千円は、各報告セグメントに配分していない全社費

用等です。全社費用等は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。

２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２ 報告セグメントごとの資産に関する情報

前連結会計年度の末日に比して、当第３四半期連結会計期間の国内セグメントの金額が著しく変動しておりま

す。その主な理由は、「第２ 事業の状況」に記載のとおり、国内セグメントの主要顧客が官公庁であることから納

品および収益計上が年度末に集中し、その営業債権の多くが第１四半期連結会計期間に回収されることから「受取

手形及び売掛金」が減少したことによります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

１株当たり四半期純損失（△） △68円84銭 △24円43銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）(千円) △993,200 △352,449

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純損失（△）(千円)

△993,200 △352,449

普通株式の期中平均株式数(千株) 14,428 14,424

（注）１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２ 当社は、平成30年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会

計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純損失（△）を算定しておりま

す。

　

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビ独立監査人の四半期レビ独立監査人の四半期レビ独立監査人の四半期レビ独立監査人の四半期レビュー報告書ュー報告書ュー報告書ュー報告書ュー報告書

平成31年２月14日

株式会社パスコ

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小 林 雅 彦 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 寺 田 裕 ㊞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社パスコ

の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社パスコ及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

※１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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